
 

1 

議案第４２号  

羽生市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正す

る条例  

 羽生市災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和４９年条例第２５

号）の一部を次のように改正する｡  

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては

「改正前部分」と、改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

（１）  改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在するとき

は、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。  

（２） 改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。  

（３） 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。  

改  正  後  改  正  前  

目次   

第１章  総則（第１条・第２条）   

第２章  災 害弔慰金の支給（第３

条－第８条）  

 

第 ３ 章  災 害 障 害 見 舞 金 の 支 給

（第９条－第１１条）  

 

第 ４ 章  災 害 援 護 資 金 の 貸 付 け

（第１２条－第１６条）  

 

附則   

（目的）  （目的）  

第１条  こ の条例は、災害弔慰金の

支給 等に関す る法律（ 昭和４８ 年

法 律 第 ８ ２ 号 。 以 下 「 法 」 と い

う。 ）及び 災 害弔慰金 の支給等 に

関す る法律 施 行令 （昭 和４８年 政

令 第 ３ ７ ４ 号 。 以 下 「 令 」 と い

う。 ）の規定 に基づき 、災害に よ

り死 亡した市 民の遺族 に対して 災

害弔 慰金の支 給を行い 、自然災 害

によ り精神又 は身体に 著しい障 が

いを 受けた市 民に災害 障害見舞 金

の支 給を行い 、並びに 被害を受 け

第１条  こ の条例は、災害弔慰金の

支給 等に関す る法律（ 昭和４８ 年

法 律 第 ８ ２ 号 。 以 下 「 法 」 と い

う。 ）及び 同 法施行令 （昭和４ ８

年政 令第３７ ４号。以 下「令」 と

いう 。）の規 定に基づ き、災害 に

より 死亡した 市民の遺 族に対し て

災害 弔慰金の 支給を行 い、自然 災

害に より精神 又は身体 に著しい 障

がい を受けた 市民に災 害障害見 舞

金の 支給を行 い、並び に被害を 受

けた 世帯の世 帯主に対 して災害 援
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た世 帯の世帯 主に対し て災害援 護

資金 の貸付け を行い、 もって市 民

の福 祉及び生 活の安定 に資する こ

とを目的とする。  

護資 金の貸付 けを行い 、もって 市

民の 福祉及び 生活の安 定に資す る

ことを目的とする。  

（災害弔慰金を支給する遺族）  （災害弔慰金を支給する遺族）  

第４条  （略）  第４条  （略）  

２  （略）  ２  （略）  

３  遺族が遠隔地にある場合その他

の 事情に より、 前２ 項の規 定によ

り 難いと きは、 前２ 項の規 定にか

か わらず 第１項 の遺 族のう ち、市

長 が適当 と認 め る者 に支給 するこ

とができる。  

３  遺族が遠隔地にある場合又はそ

の 他の事 情によ り、 前２項 の規定

に より難 いとき は、 前２項 の規定

に か か わ ら ず 第 １ 項 の 遺 族 の う

ち 、市長 が適当 と認 める者 に支給

することができる。  

４  （略）  ４  （略）  

（死亡の推定）  （死亡の推定）  

第６条  災害の際現にその場に居合

わ せた者 につい ての 死亡の 推定に

つ いては 、法第 ４条 の規定 による

ものとする。  

第６条  災害の際現にその場にいあ

わ せた者 につい ての 死亡の 推定に

つ いては 、法第 ４条 の規定 による

ものとする。  

（支給の制限）  （支給の制限）  

第７条  災害弔慰金は、次の各号に

掲げる場合には支給しない。  

第７条  弔慰金は、次の各号に掲げ

る場合には支給しない。  

（１）・（２）  （略）  （１）・（２）  （略）  

（災害障害見舞金の支給）  （災害障害見舞金の支給）  

第９条  市 は、市民が災害により負

傷し、又は疾病にかかり、治った

とき（その症状が固定したときを

含む。）に法別表に掲げる程度の

障 が い が あ る と き は 、 当 該 市 民

（以下「障がい者」という。）に

対し災害障害見舞金の支給を行う

ものとする。  

第９条  市 は、市民が災害により負

傷し、又は疾病にかかり、治った

とき（その症状が固定したときを

含む。）に法別表に掲げる程度の

障 が い が あ る と き は 、 当 該 住 民

（以下「障がい者」という。）に

対し、災害障害見舞金 の支給を行

うものとする。  

（災害障害見舞金の額）  （災害障害見舞金の額）  

第１０条  障がい者１人当たりの災

害障 害見舞金 の額は、 当該障が い

者が 災害によ り負傷し 、又は疾 病

にか かった当 時におい てその属 す

る世 帯の生計 を主とし て維持し て

いた 場合にあ っては２ ５０万円 と

し、その他の場合にあっては１２５

万円とする。  

第１０条  障がい者１人当たりの災

害障 害見舞金 の額は、 当該障が い

者が 災害に よ り負傷し 又は疾病 に

かか った当時 において その属す る

世帯 の生計を 主として 維持して い

た 場 合 に あ っ て は ２ ５ ０ 万 円 と

し、その他の場合にあっては１２５

万円とする。  



 

3 

（災害援護資金の貸付け）  （災害援護資金の貸付け）  

第１２条  市は、令第３条に掲げる

災害 により、 法第１０ 条第１項 各

号に 掲げる被 害を受け た世帯の 市

民で ある世帯 主に対し その生活 の

立て 直しに資 するため 、災害援 護

資金の貸付けを行うものとする。  

第１２条  市は、令第３条に掲げる

災害 により、 法第１０ 条第１項 各

号に 掲げる被 害を受け た世帯の 市

民で ある世帯 主に対し 、その生 活

の立 て直しに 資するた め、災害 援

護 資 金 の 貸 付 け を 行 う も の と す

る。  

（災害援護資金の限度額等）  （災害援護資金の限度額等）  

第１３条  災 害援護資金の１災害に

お ける１ 世帯当 たり の貸付 限度額

は 、災害 による 当該 世帯の 被害の

種 類及び 程度に 応じ 、それ ぞれ次

の各号に掲げるとおりとする。  

第１３条  災 害援護資金の１災害に

お ける１ 世帯当 たり の貸付 限度額

は 、災害 による 当該 世帯の 被害の

種 類及び 程度に 応じ 、それ ぞれ次

の各号に掲げるとおりとする。  

（ １）  療 養 に 要す る期間 がおお

む ね １ か 月 以 上 で あ る 世 帯 主 の

負 傷 （ 以 下 「 世 帯 主 の 負 傷 」 と

い う 。 ） が あ り 、 か つ 、 次 の い

ずれかに該当する場合  

（ １）  療 養 に 要す る期間 がおお

む ね １ 月 以 上 で あ る 世 帯 主 の 負

傷 （ 以 下 「 世 帯 主 の 負 傷 」 と い

う 。 ） が あ り 、 か つ 、 次 の い ず

れかに該当する場合  

ア  家 財 に つ い て の 被 害 金 額 が

その家財の価額のおおむね３分

の１以上である損害（以下「家

財の損害」という。）がなく、

かつ、住居の損害がない場合  

１５０万円  

ア  家 財 に つ い て の 被 害 金 額 が

その家財の価額のおおむね３分

の１以上である損害（以下「家

財の損害」という。）がなく、

かつ、住居の損害がない場合  

１，５００，０００円  

イ  家 財 の 損 害 が あ り 、 か つ 、

住居の損害がない場合 ２５０万円 

イ  家 財 の 損 害 が あ り 、 か つ 、

住居の損害がない場合 ２，５００，０００円  

ウ 住居が半壊した場合 ２７０万円 ウ 住居が半壊した場合 ２，７００，０００円 

エ 住居が全壊した場合 ３５０万円 エ 住居が全壊した場合 ３，５００，０００円 

（ ２）  世 帯 主 の負 傷がな く、か

つ 、 次 の い ず れ か に 該 当 す る 場

合  

（ ２）  世 帯 主 の負 傷がな く、か

つ 、 次 の い ず れ か に 該 当 す る 場

合  

ア  家 財 の 損 害 が あ り 、 か つ 、

住居の損害がない場合  １５０

万円  

ア  家 財 の 損 害 が あ り 、 か つ 、

住居の損害がない場合 １，５００，０００

円  

イ  住居が半壊した場合  １７０

万円  

イ 住居が半壊した場合 １，７００，０００

円  

ウ  住 居 が 全 壊 し た 場 合 （ エ の

場合を除く。）  ２５０万円  

ウ  住 居 が 全 壊 し た 場 合 （ エ の

場合を除く。） ２，５００，０００円  

エ  住 居 の 全 体 が 損 壊 し 、 若 し

くは流失し、又はこれと同等と

エ  住 居 の 全 体 が 損 壊 し 、 若 し

くは流失し、又はこれと同等と
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認められる特別の事情があった

場合  ３５０万円  

認められる特別の事情があった

場合  ３，５００，０００円  

（ ３）  第 １ 号 のウ 又は前 号のイ

若 し く は ウ に お い て 、 被 災 し た

住 居 を 建 て 直 す に 際 し 、 そ の 住

居 の 残 存 部 分 を 取 り 壊 さ ざ る を

得 な い 場 合 等 特 別 の 事 情 が あ る

場 合 に は 「 ２ ７ ０ 万 円 」 と あ る

のは「３５０万円」と、「１７０

万 円 」 と あ る の は 「 ２ ５ ０ 万

円 」 と 、 「 ２ ５ ０ 万 円 」 と あ る

の は 「 ３ ５ ０ 万 円 」 と 読 み 替 え

るものとする。  

（ ３）  第 １ 号 のウ 又は前 号のイ

若 し く は ウ に お い て 、 被 災 し た

住 居 を 建 て 直 す に 際 し 、 そ の 住

居 の 残 存 部 分 を 取 り 壊 さ ざ る を

得 な い 場 合 等 特 別 の 事 情 が あ る

場 合 に は 「 ２ ， ７ ０ ０ ， ０ ０ ０

円」とあるのは「３，５００，０００

円 」 と 「 １ ， ７ ０ ０ ， ０ ０ ０

円」とあるのは「２，５００，０００

円 」 と 「 ２ ， ５ ０ ０ ， ０ ０ ０

円」とあるのは「３，５００，０００

円」と読み替えるものとする。  

２  （略）  ２  （略）  

（保証人及び利率）  （利率）  

第１４条  災 害援護資金の貸付けを

受 けよう とする 者は 、保証 人を立

てることができる。  

第１４条  災 害援護資金は、据置期

間 中は無 利子と し、 据置期 間経過

後 はその 利率を 延滞 の場合 を除き

年３パーセントとする。  

２  災 害 援 護 資 金 の 貸 付 け の 利 率

は 、次の 各号に 掲げ る事項 の区分

に 応じ、 当該各 号に 定める 利率と

する。  

 

 （ １ ）  保 証人を立てる場合  無

利子  

 

 （ ２ ）  保 証人を立てない場合  

据 置 期 間中は無利子、据置期間

経過後は延滞の場合を除き年３

パーセント以内で規則で定める

利率  

 

３  第１項の保証人は、災害援護資

金 の貸付 けを受 けた 者が当 該債務

を 履行し なかっ たと きに、 当該債

務 を 履 行 す る 責 任 を 負 う も の と

し 、その 保証債 務は 、令第 ９条の

違約金を含むものとする。  

 

（償還等）  （償還等）  

第１５条  災 害援護資金は、年賦償

還 、半年 賦償還 又は 月賦償 還 とす

る。  

第１５条  災 害援護資金は、年賦償

還（又は半年賦償還）とする。  

２  （略）  ２  （略）  
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３  償 還免除、一時償還、違約金及

び償 還金の支 払猶予に ついては 、

法第 １３条第 １項、令 第８条か ら  

３  償 還免除、保証人、一時償還、

違約 金及び償 還金の支 払猶予に つ

いて は、法第 １３条第 １項、令 第  

第１ １条まで の規定に よるもの と

する。  

８条 から第１ ２条 まで の規定に よ

るものとする。  

  

   附  則  

（施行期日等）  

１ この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の羽生

市災害弔慰金の支給等に関する条例の規定は、平成３１年４月１日

から適用する。  

（経過措置）  

２ この条例による改正後の羽生市災害弔慰金の支給等に関する条例

の規定は、平成３１年４月１日以後に生じた災害により被害を受け

た世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについて適用し、同

日前に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援

護資金の貸付けについては、なお従前の例による。  

令和元年６月２１日提出  

埼玉県羽生市長 河  田  晃  明    

 


